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研究成果の概要（和文）：中枢性麻痺に伴う関節拘縮の発生につながる変化を予防ならびに改善

するための伸張運動と物理療法の至適な条件を絞り込むことで、拘縮の有効な治療条件を探索

し、その治療基盤を確立することを目的とした。その結果、予防を目的とする場合には伸張運

動単独でも有効であるが、治療効果を目的とする場合には伸張運動と物理療法、特に温熱療法

を併用することが有効であり、目的に応じて介入方法を選択する必要性が示された。 
 
研究成果の概要（英文）：Stretching and physical modalities have been advocated widely as 
an effective means of treating and preventing contracture. The objective of this study was 
to evaluate the effectiveness of different protocols in the treatment of contractures after 
spinal cord injury. Stretching alone is effective against contracture for the prevention, 
whereas the combination of stretching with thermotherapy results superior for the 
treatment. 
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１．研究開始当初の背景 
中枢性麻痺に伴う関節拘縮の発生機序の

解明ならびにその予防と治療の確立は、リハ
ビリテーション医学において喫緊の課題で
ある。拘縮の誘因として、「関節の不動」が
重視され、実験的に関節を不動化した動物モ
デルを用いて、拘縮の発生機序の解明や治療
の確立につながる多くの知見が得られてき
た。中枢性麻痺に伴う拘縮の発生要因も、弛
緩性あるいは痙性によって惹起される「関節

の不動」が直接的に関連していると考えられ、
不動化モデルから得られた知見が、その発生
機序に適用されてきた。研究代表者は脊髄損
傷ラットを用いて、中枢性麻痺を有するヒト
の膝関節屈曲拘縮の実験動物モデルを確立
することに成功し、不動化モデルでしか研究
されていなかった分野に新たに中枢性麻痺
モデルを導入した。そして、「関節の不動」
後の拘縮が主として関節包内の軟骨や滑膜
などの変性により発生することと対照的に、
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中枢性麻痺に伴う拘縮の発生には、関節包外
の筋などの変性と関節包内の変性がほぼ同
じ割合で関与していることを実証した。さら
に関節包内の変化の局在を、組織学的、組織
形態計測的、免疫組織化学的、生化学的手法
を用いて総合的に検討し、関節可動域制限の
進行とともに顕著となる後方関節包の線維
配列方向の不規則化、滑膜組織の萎縮、線維
増生を伴わない滑膜下層と関節包深層の密
性化、後方滑膜内膜長の短縮、関節軟骨の厚
さの変化、軟骨細胞数の減少、プロテオグリ
カン量の減少、コラーゲンの局在パターンの
変化を認めた。これらの脊髄損傷後の変化は、
「関節の不動」後とは異なる特異的なもので
あった。すなわち、中枢性麻痺に伴う拘縮の
進展は、「関節の不動」後のそれと異なって
いることを立証した。 
拘縮の治療には、関節可動域訓練、伸張運

動、ポジショニングや装具、薬物療法、外科
手術が用いられる。そのうち予防と治療のた
めに、持続的あるいは間欠的な伸張運動が臨
床において積極的に行われている。さらにそ
の効果を高めるために、軟部組織の伸張性増
大、筋緊張の抑制、疼痛閾値の上昇を目的と
して、物理療法を併用することが多い。伸張
運動と物理療法の効果は、症状や重症度、方
法や強度、物理療法機器の性能などにより影
響を受けることもあり、その有効性の証明に
は至っていない。そこで画一された条件設定
のもと、不動化モデルを用いた実験的証明が
行われ、拘縮の改善に有効な条件に関する知
見が集積されつつある。しかしながら前述の
ように、中枢性麻痺に伴う拘縮の進展は、「関
節の不動」後のそれと異なるため、中枢性麻
痺に伴う拘縮の改善につながる治療条件を
解明することが必要不可欠である。 
 
 
２．研究の目的 
本研究課題は、これまでの研究成果により

明らかとなった拘縮の発生につながる変化
を予防・改善するための伸張運動と物理療法
の至適な条件を絞り込むことで、中枢性麻痺
に伴う拘縮の有効な治療条件を探索し、その
治療基盤を確立することを研究の目標とし
た。先ず、伸張運動の方法、強度、持続時間
を検討し、予防と改善のための至適な治療条
件を確定する。次に、その伸張運動に加えて、
特性の異なる物理療法を実施し、伸張運動の
効果を高めるために効果的な条件を確定す
る。 
 
３．研究の方法 
(1)伸張運動の条件検討 

10 週齢の Wistar 系雄性ラットを用いた。
ラットを、対照群（無介入）、脊髄損傷群（無
治療）、脊髄損傷と治療群の 3 群に無作為に

分け、さらに脊髄損傷と治療群を伸張運動の
方法ごとに、高トルクでの持続伸張運動を長
時間行う群、低トルクでの持続的伸張運動を
長時間行う群、高トルクでの持続的伸張運動
を短時間行う群、低トルクでの持続的伸張運
動を短時間行う群、高トルクでの間欠的伸張
運動を行う群、低トルクでの間欠的伸張運動
を行う群に無作為に分けた。高トルクのトル
ク量は臨床において理学療法士が関節を最
大限に伸張する際の強さとし、低トルクは中
等度に伸張運動する際の強さとした。伸張運
動の時間については、長時間は 30 分間、短
時間は 15 分間とした。脊髄損傷後翌日から
麻酔下で膝関節伸展方向への伸張運動を開
始し、10 日間毎日 1回行った。 
実験期間終了後、自家作製した関節可動域

測定装置（図 1）を用いて、膝関節の屈曲な
らびに伸展可動域を測定した。その後、膝関
節をまたぐ筋を切断し、再度関節可動域を測
定することで、拘縮における筋性要因と関節
性要因を算出した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 関節可動域測定 
 
両側膝関節を採取し、凍結した後、5µm 厚

の矢状切片を作製した。後方滑膜長とコラー
ゲン線維配列を組織形態計測的に定量化し
た。ペントシジンとヒアルロン酸の免疫組織
学的分析を行った。 
 
(2)物理療法の条件検討 
10週齢のWistar系雄性ラットを使用した。

対照群、脊髄損傷群、脊髄損傷後の介入群と
して、温浴のみを行う群、冷浴のみを行う群、
伸張運動を行う群、温浴後に伸張運動を行う
群、冷浴後に伸張運動を行う群の 7群に無作
為に分けた。伸張運動は、高トルクでの持続
的伸張運動を短時間行った。脊髄損傷後翌日
から 7 日間毎日 1 回、治療的介入を行った。
さらに、痙性麻痺が完成する脊髄損傷後 14
日から 7日間毎日 1回、介入を行った。効果
判定は、伸張運動の条件検討と同様に行った。 
 
 
４．研究成果 



 

 

(1)伸張運動の条件検討 
膝関節伸展可動域は、脊髄損傷群、長時

間・高トルク群、長時間・低トルク群、短時
間・高トルク群、短時間・低トルク群、間欠・
高トルク群、間欠・低トルク群すべてで、対
照群より有意に低値を示した。これら 7群で
は、脊髄損傷群と比較して、短時間・低トル
ク群を除く全ての群で有意に高値を示した。
また、長時間・高トルク群と比較して、間欠・
高トルク群を除くすべての群で有意に低値
を示したが、間欠・高トルク群と短時間・高
トルク群間に有意差は認められなかった。各
低トルク群と比較して、各高トルク群は有意
に高値を示した。また、長時間・低トルク群
と間欠・低トルク群間に有意差は認められず、
短時間・低トルク群と比較して、脊髄損傷群
を除くすべての群で有意に高値を示した（表
1）。 
 
表 1 膝関節伸展可動域 

群 可動域 

対照群 9.54±0.85 

脊髄損傷群 28.04±0.70 

長時間・高トルク群 18.28±0.57 

長時間・低トルク群 23.33±2.96 

短時間・高トルク群 20.83±0.91 

短時間・低トルク群 27.06±0.53 

間欠・高トルク群 20.25±1.13 

間欠・低トルク群 23.44±0.96 

平均±標準偏差 
 

筋性要因における伸展可動域は、脊髄損傷
群と比較して、高トルク群で増加していた。
間欠伸張運動では、高トルク群と低トルク群
でほぼ同程度であった。関節性要因における
伸展可動域は、脊髄損傷群と比較して、すべ
ての群において増加していた。同じ伸張時間
では、高トルク群でより増加していた。 
 
表 2 伸展可動域の改善率（％） 

群 筋性 関節性 

長時間・高トルク群 25.04 76.3 

長時間・低トルク群 3.23 44.96 

短時間・高トルク群 28.11 47.51 

短時間・低トルク群 -9.37 18.62 

間欠・高トルク群 21.66 59.31 

間欠・低トルク群 21.35 27.16 

 
結果として、中枢性麻痺に伴う関節可動域

制限の改善には、長時間持続的伸張運動、間
欠的伸張運動、短時間持続的伸張運動の順に
有効であった。また、強度は低負荷よりも高
負荷が有効であった。さらに、これらの伸張
運動は、関節可動域制限の責任病巣としての
筋の変性の改善よりも、関節内構造の変性の
改善に対して有効であった。 
 
(2)物理療法の条件検討 
脊髄損傷後翌日から治療的介入を行った

結果、対照群と比較して、脊髄損傷群の膝関
節の伸展可動域は有意に減少した。伸張運動、
温熱療法ともに単独でも関節可動域制限の
改善に有効であった。さらに、その改善は、
温熱療法単独より、伸張運動単独ならびにそ
れらの併用で有効であったが、伸張運動単独
と併用の間には差が認められなかった。 
痙性麻痺完成後の拘縮に対する伸張運動、

温熱療法、寒冷療法の治療効果の検討では、
脊髄損傷を行ったすべての群で、伸展可動域
制限は、対照群より有意に増加した。また、
脊髄損傷群と比較して、伸張運動を行った 3
群では伸展可動域制限が有意に減少し、さら
に伸張運動群と比較して、伸張運動と温熱療
法の併用群で有意に減少した。温熱療法群、
寒冷療法群は、脊髄損傷群と有意な差は認め
られなかった（表 3）。すなわち、温熱療法あ
るいは寒冷療法単独では、治療効果が認めら
れなかったが、それらを伸張運動と併用する
ことで、伸張運動単独よりも、拘縮が改善し
た。また寒冷療法よりも温熱療法の改善効果
が高かった。 
 
表 3 膝関節伸展可動域（度） 

群 可動域 

対照群 15±0.93 

脊髄損傷群 35±1.48 

温熱療法群 34±1.23 

寒冷療法群 34±1.64 

伸張運動群 27±2.46 

温熱併用群 24±0.87 

寒冷併用群 25±1.20 

平均±標準偏差 
 
筋性要因における伸展可動域制限は、脊髄

損傷群と比較して、伸張運動と温熱療法の併
用群で有意に減少し、伸展可動域が増加した。
関節性要因における伸展可動域制限は、脊髄
損傷群と比較して、伸張運動群、伸張運動と
温熱療法の併用群、伸張運動と寒冷療法の併
用群で有意に減少し、伸展可動域が増加した。 
 
 



 

 

表 4 伸展可動域の改善率（％） 

群 筋性 関節性 

寒冷療法群 -2.36 9.44 

温熱療法群 7.88 0.67 

伸張運動群 21.62 34.67 

温熱併用群 29.29 51.67 

寒冷併用群 17.17 48.33 

 
組織化学的分析の結果、初期の拘縮の進展

の原因は、滑膜の癒着であり、その後関節包
の線維配列の不規則性が関与することが示
された。また拘縮の発生には、コラーゲン架
橋や細胞外マトリックスの質的な変性より
も、組織構築的な変性の影響が大きいことも
示された。これらの変性は、伸張運動の方法
と時間に関わらず、高トルクで行うことによ
り、予防ならびに治療し得ることが明らかに
なった（図）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 後方関節包の組織学的所見 
後上方滑膜において脊髄損傷群（上）では滑
膜ヒダが大腿骨に癒着していた。介入により
その癒着は生じておらず、対照群と類似の所
見であった（下）。スケールバー＝500µm。 
 
(3)伸張運動と物理療法の至適条件 
予防を目的とする場合には伸張運動単独

でも有効であるが、治療効果を目的とする場
合には伸張運動と物理療法、特に温熱療法を
併用することが有効であり、目的に応じて介
入方法を選択する必要性が示唆された。 
 
(4)今後の展望 

本研究課題の目的であった拘縮の発生に
つながる変化を予防ならびに改善するため
の伸張運動と物理療法の至適な条件を絞り
込むことは達成されたが、健常な関節機能ま

で維持あるいは回復させることはできなか
った。拘縮の予防と治療のために、伸張運動
と物理療法が臨床において積極的に行われ
ているが、介入方法そのものを改革しなけれ
ば、中枢性麻痺に伴う拘縮を根絶できないと
考えられた。今後は、その方法を検索するこ
とが必要である。 
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